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１ ．人事トップの肩書きと問
題の所在

　2021年 ６ 月に再改訂されたコーポレートガ
バナンス・コードに「人的資本」という言葉
が登場した。筆者はコード改訂のためのフォ
ローアップ会議メンバーに入っているため、
この数年は人事担当者にお会いする機会が増
えた。名刺交換をしていて気づいたことがあ
る。人事のトップであっても、取締役に就い
ている方は少ないということである。筆者の

肌感覚では、財務トップは取締役であっても
人事トップはそうではない企業は意外と多
い。実際、「人事部大研究 調査結果」（パー
ソル総合研究所シンクタンク本部，2022年）
によれば、人事部が取締役会/社長直下にあ
る企業は9.9％にとどまっている（12頁）。た
だし、各社にインタビューしてみると「（人
事トップは）以前は取締役だった」という回
答が多く、どこかのタイミングで取締役では
なくなったようである。
　昨今の人的資本をめぐる動きは開示ではな
く経営の問題であると筆者は考えている。と
なれば、人的資本の価値向上の推進役である
人事トップは経営と直結している必要があろ
う。人事部門の重要性が高まる一方で、人事
部への負荷は確実に高まってきている。『日
経ビジネス』2024年 ９ 月 ９ 日号の特集「人事
部クライシス」で行われた、同電子版の読者
に対する人事部に関するアンケートによれ
ば、回答者の94.9％は人事部の負荷が高まっ
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ていると回答している。負荷が高まる中で、
経営と人事部門の距離はさらに遠くなってき
ているようである。図表 １ はHRビジョンが
毎年公表している『人事白書』において「自
社の人事部は戦略の意思決定に関与している
か」という質問に対する回答を示したもので
ある。「関与している」という回答は減少傾
向にあり、特に人的資本に注目が集まった
2021年度以降はそれまでよりも落ち込み幅が
大きい。
　ではなぜ、人事部門が戦略人事に関与しな
くなってきているのか。この点について『人
事白書』では、「貴社において戦略人事が機
能していない場合、その原因は何だと思いま
すか」と質問をしている。それへの回答を見
ると「経営陣の問題」「人事部の位置づけの
問題」という回答の割合が直近で増えてきて
いることが分かる。日本企業が人的資本の価
値向上を本気で目指すのであれば、人事部門

と経営との距離を縮め、経営の方針を人事施
策に落とし込める体制を再構築する必要があ
るのではないか。そのためには人事トップの
位置づけを見直す必要があるのではないか。
それが筆者の問題意識である。そこで人事ト
ップの企業組織の中での位置づけを、財務ト
ップと比較しながら浮き彫りにしようと考え
た。円谷研究室では様々な調査を行っている
のだが、本稿ではその成果の一部を紹介する。

２ ．調査サンプルと分類方法

　日本企業における人事部門の位置づけにつ
いては久保ほか[2024]の研究がある。久保ほ
か[2024]は、人事担当者が取締役である企業
が現状あまり多くないこと、特にCHROに関
してはその制度を導入している企業がごくわ
ずかであることを報告している。ただしこの
研究は人事担当取締役を有価証券報告書から

（図表 １）「自社の人事部は戦略の意思決定に関与しているか」の回答結果

（出所）HRビジョン『人事白書』各年版より円谷研究室作成
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テキストマイニングを用いて抽出しており、
たとえば人事担当取締役と人事・総務担当取
締役とをどのように区分して扱っているのか
などが必ずしも明確ではない。そこで、我々
は長期間の詳細なデータベースを作成するこ
とで解像度をより高めることとした。具体的
には、各社の有価証券報告書および東洋経済
新報社『役員四季報』の該当箇所を全て手作
業で確認し独自のデータベースを作成した。
　本調査における対象企業は、2024年 ４ 月時
点におけるTOPIX1000の構成銘柄である。
データの収集においては『役員四季報』を主
に利用しており、2023年度の情報から10年ご
とに遡って2013年度、2003年度、1993年度の
４期間のデータを手作業で収集し、それをつ
なぎ合わせることで30年間の変化を観察し
た。調査期間において、上場廃止や新規上場
等により観測数は調査年度ごとに変動する。
サンプルは2023年度が978社、2013年度が833
社、2003年度が697社、1993年度が567社であ
った。そのうち、調査した ４つの年度全てで
データが入手できた企業は519社であった。
　データベースを構築した後、取締役会の中
に人事トップ（注 １）の役職を担っている取締
役がいるかどうかを調査した。比較のために
財務トップについても同様の調査を行った。
人事トップが取締役であるかどうかを調べ、
３ つのパターンに分類した（図表 ２）。具体
的には、①「人事担当」であることが明記さ
れている取締役が存在する企業、②人事に加
えて他の部門を同時に担当していることが明

記されている取締役が存在する企業、③人事
を担当していることが確認できる取締役が存
在しない企業の ３つのパターンである。

３ ．調査結果とその解釈

　調査結果が図表 ３である。図表 ３は全サン
プルの結果であるが、 ４つの年度において一
貫してサンプルの抽出ができた519社に限定
してもグラフの形状は同様であった。過去30
年間で日本企業のおける人事トップの位置づ
けはかなり変わってきているようである。
1993年度では人事トップが取締役であった企
業は全体の53.8％（パターン①＋②）であっ
たが、2023年度には全体の19.1％にまで減少
している。人事トップが取締役であるかどう
かは、経営情報の共有や意思決定の迅速さと
いう点で影響が出てくるのではないか。図表
１で示したような経営と人事部門の乖離の原
因の １つには、人事トップの位置づけの変化
が背後にあるのかもしれない。
　ただし、図表 ３の解釈については注意が必
要である。この30年間、とりわけコーポレー
ト・ガバナンス改革が進められるようになっ
てからは取締役会の人数のスリム化と社外取
締役の選任が増えた。これらの結果、それま
では取締役であった業務執行のトップ達が取
締役を外れ、執行役などに位置づけが変わっ
た可能性がある。
　そこで我々は財務トップについても図表 ３
のような調査を実施した。その結果、1993年
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度では財務トップが取締役である企業は全体
の66.6％であり、それが2023年度には34.5％
となっており、2023年度においても取締役で
ある割合は人事トップと比べて高く、また、

30年間の変化でみても人事トップが34.7ポイ
ントの減少に対し、財務トップは32.1ポイン
トでありわずかながら減少幅は小さい。また、
米国企業とも比較した。日本と比べて米国で

（図表 ２）人事トップと取締役との関係

パターン①：�A取締役（人事部長）、Ｂ取締役（CHRO）といった取締役が存在する
パターン②：�C取締役（人事・法務担当）、D取締役（人事統括・総務部管掌）といったよ

うに人事を含む複数部門を管掌する取締役が存在する
パターン③：�取締役の中に「人事担当」と明記された取締役が存在しない
（出所） 円谷研究室作成

（図表 ３）取締役会内における人事トップの存在の有無（全サンプル）

（出所）円谷研究室作成
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は社内取締役の人数はさらに少ないものの、
ダウ30採用企業（2023年末時点）において人
事トップが取締役会に存在している企業（パ
ターン①＋②）は63.3％であった。ここから
も日本企業において人事担当の取締役の減少
傾向は相対的に強いようである。
　では、なぜ日本企業の人事トップが取締役
ではなくなっていったのか。その理由につい
て我々は複数の実務家へのヒアリングを実施
した。そのうちの １人から「その理由は労働
組合が弱体化したからではないか」という指
摘を受けた。つまり、1990年代には労働組合
が強く、それに対抗するために人事部門も強
い権限が必要であり、したがって人事トップ
が取締役であった、という指摘である。バブ
ル崩壊以降の“失われた30年”において、労働
組合は労働条件の改善よりも人員整理の阻止
を重視し、企業に対して敵対的な行動を取ら
なくなったという指摘もあった。ヒアリング
をした １社（プライム市場）では労働組合執
行委員長から以下のようなコメントを頂い
た。

　　�　「1989年に労働組合総評議会が解散し
て以来、労使協調の立場を取る労働組合
が増えた。平成初期は賃上げを目指して
交渉してきたが、バブル景気の崩壊に伴
い倒産する企業が相次いだことを受け、
より経営に寄り添った組合活動が求めら
れるようになり、労使協調の重要性がさ
らに高まった」

　労働組合の組織率も低下傾向にある。厚生
労働省「労働組合基礎調査の概況」（令和 ６
年度）によれば日本での労働組合の推定組織
率は2000年以降減少を続けており、令和 ６年
には過去最低水準の16.1％となっている。労
働組合の労使協調路線への転換と組織率の低
下により、人事部門にも強い権限が必要とさ
れなくなったことが、人事トップ取締役が減
少した要因の １つかもしれない。

４ ．経営トップの人事部門経
験

　これまでは人事トップが取締役であるかど
うかの調査結果を報告した。我々はまた、経
営トップ（社長やCEOなど）に人事部門経
験があるかどうかも調査した。本節の調査に
ついては、 ２ 節で説明した一貫サンプル519
社で実施した。具体的には、この519社の有
価証券報告書「役員の状況」からデータを手
作業で収集してデータベース化した。たとえ
ば、A社では2021年 ４ 月からX氏が代表取締
役社長に就いているが、X氏は2013年 ４ 月に
「当社人事部」、2015年 ７ 月に「当社人事部欧
州駐在」という経歴があるため2021年度から
2023年度までの経営トップは人事部門経験有
りを意味する「 １」としてデータ入力する。
X氏が就任するまでのA社の歴代経営トップ
には人事部門経験があった者はいないので
1993年度から2020年度までの経営トップには
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人事部門経験無しを意味する「 ０」を入力す
る。また、「人事」という言葉が入っている
かどうかだけではなく、実質的な人事部門経
験があるかという点も考慮している。たとえ
ば、「労務局長」「人材育成担当」といった人
事に関連する役職経験がある場合も人事部門
経験「有り」と判断している。調査結果が図
表 ４ である（注 ２）。なお、比較のために財務
部門経験がある経営トップの比率も掲載して
いる。
　人事部門経験のある経営トップの割合は
2015年度頃までは上昇傾向であり、2015年度
に12.3％に達していたが、そこから減少傾向
が続き、2023年には8.3％にまで減少してい
る。それに対して、財務部門経験のある経営
トップの割合は15％前後で安定して推移して
いる。とりわけこの数年では財務部門経験と
比べて人事部門経験を持つ経営トップの割合
の低下が際立つ結果となった。

　また、紙幅の関係で詳細は割愛するが、我々
は役員の「人事スキル」についても調査を行
った。各社の株主総会招集通知や統合報告書
に掲載されているスキル・マトリックスから
情報を収集し、人事関連スキルに「〇」が付
いている役員の保有根拠を調査した。「財務・
会計スキル」については円谷[2023]第 ６ 章で
同様の調査を行っているが、そこでの調査の
人事スキル版の調査である。まず、人事スキ
ルの保有根拠として最も多いのは「不明（記
載なし）」の35.9％であり、これは円谷[2023]
による財務・会計スキルの調査と同様であっ
た。次点が「社長・副社長経験」（35.4％）、「人
事部経験」（16.6％）、「人事等担当役員経験」
（10.4％）と続いた。そもそも経営トップに
人事部門経験が少ない中で、経営トップを経
験したことを理由に人事スキルに「〇」が付
いており、日本企業のスキル・マトリックス
における「人事スキル」というのは人事部門

（図表 ４）人事部門経験がある経営トップの割合

（出所）円谷研究室作成
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経験の有無ではなく、経営トップとして役員
人事に関与したことを指しているようである
が、これはあくまでも推測の域を出ない。

５ ．人事組織の立て直しが必
要なのではないか

　佐藤・山田[2004]は新制度派組織理論に基
づく研究成果を引用しつつ「組織は流行（フ
ァッション）に従う」（206頁）と指摘し、こ
の主張を受けて平野[2006]はとりわけ「人事
は流行に従う」（ ３頁）ことを指摘している。
コーポレートガバナンス・コードの再改訂な
どを機に高まってきた人的資本の価値向上を
重視する経営が、果たして“流行”で終わるの
かどうかは筆者には分からない。しかしなが
ら、若手の人材不足が深刻化していることだ
けは流行では済まされない。この ３月に卒業
する大学生（2003年生まれ）は112万人である
が、2024年の出生数は70万人を切ると推計さ
れている。現時点ですでに若手の採用が困難
になりつつある中で、新卒学生数が今の ２ / ３
を下回る20年後はどうなっているのであろう
か。
　より少ない従業員で付加価値を生み出せる
ような経営の体制作りは待ったなしであろ
う。その推進の実働部隊である人事部門は経
営戦略と二人三脚でなければならないはずで
あるが、我々の調査からは、この30年間で日
本企業において人事トップが取締役から離れ
ており、それは経営との距離が開いているこ

とを意味するのではないだろうか。実務家へ
のインタビューの中で、日本を代表するある
大手企業では、これまで人事トップは長期間
にわたって取締役ではなかったが、現任者が
取締役となったことで「取締役会での議論の
内容が人事部門にも共有され、（人事部門の）
意思決定も迅速になった」と述べていたこと
が印象的である。
　また、経営トップにも人事経験を持つ者が
相対的に少なく、さらには直近で減少傾向に
あることが分かった。次期経営トップに今か
ら人事部門経験を積ませることは困難であろ
うし、将来の経営人材育成のメニューの中に
人事に関するスキル習得を加えたとしても、
実際に経営トップに就くには時間がかかる。
社外取締役などを活用してまずは人事スキル
を取締役会に取り込んでいくことになるであ
ろう。それと同時に、自社の人事部門が人的
資本向上のための人事戦略を立案し、そして
それを実施できるような体制にあるのかどう
か、人事トップの位置づけも含めて見直しを
してみるとよいのではないか。

　本稿は円谷昭一ゼミ ４ 年（樋口涼太・金 
娜延・佐藤愛斗・宍戸健人・白川大地・横地
遥・渡邉吉顕）の卒業研究の成果の一部を筆
者が加筆・修正したものである。なお、この
卒業研究はマーサージャパンの第 １回懸賞論
文においてファイナリストに選ばれている。
調査に際し、快くインタビューに応じて頂い
た実務家の方々に心からの御礼を申し上げた
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い。
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